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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含んでいない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載していない。 

３ 平成18年３月期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当9.00円、記念配当1.00円である。 

４ 第111期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第109期中 第110期中 第111期中 第109期 第110期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 78,355 79,166 81,268 160,565 165,697

経常利益 (百万円) 4,538 3,942 4,269 8,943 8,945

中間(当期)純利益 (百万円) 3,593 2,557 2,783 11,603 6,220

純資産額 (百万円) 112,954 127,992 132,583 123,021 136,318

総資産額 (百万円) 190,760 203,784 217,809 192,405 212,486

１株当たり純資産額 (円) 513.00 587.47 614.52 558.65 628.69

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 16.30 11.67 12.93 52.44 28.33

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.2 62.8 60.3 63.9 64.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,757 △1,163 △915 9,340 5,836

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,389 △4,061 △7,260 △8,088 △6,446

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 770 5,739 8,113 △3,008 984

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,483 5,173 5,040 4,577 5,114

従業員数 (名) 8,217 8,534 8,204 8,221 8,336

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 68,103 67,473 66,123 138,556 138,832

経常利益 (百万円) 3,351 3,623 3,945 6,488 7,426

中間(当期)純利益 (百万円) 3,321 2,813 3,342 9,615 5,833

資本金 (百万円) 26,071 26,071 26,071 26,071 26,071

発行済株式総数 (株) 227,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165

純資産額 (百万円) 117,270 131,613 134,390 125,669 138,768

総資産額 (百万円) 167,911 179,703 184,252 169,130 184,738

１株当たり純資産額 (円) 532.61 604.09 628.84 570.70 640.00

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 15.06 12.84 15.53 43.44 26.57

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 7.50 10.00

自己資本比率 (％) 69.8 73.2 72.9 74.3 75.1

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,621 
(283)

2,560
(298)

2,334
(293)

2,553 
(296)

2,431
(297)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員を記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) 従業員は就業人員であり、従業員数欄の［ ］内は臨時従業員の年間平均雇用人員を外数で記載している。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

アパレル事業 6,009 

機能ソリューション事業 1,784 

ライフクリエイト事業 146 

全社(共通) 265 

合計 8,204 

従業員数(人) 2,334［293］ 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加などに伴う雇用拡大、所得水準の改善、個人消費

の緩やかな増加など、国内景気は好調に推移していますが、一方で原油高に伴う原材料価格の高騰などのリスクや、

業種・企業間に格差が見られるなど、依然として先行き不透明感が続く状況にあります。このような経営環境のも

と、当社グループは品質第一、技術立社を基盤としたカテゴリークリエイト（差異化商品の創出）の推進、ダイヤモ

ンド営業（得意先との総合取組み）の強化、成長事業への積極投資、コストダウンの積極的推進などに取り組んでま

いりました。その結果、当中間期の連結売上高は81,268百万円（前年同期比2.7％増）、営業利益は4,090百万円（前

年同期比1.8％増）、経常利益は4,269百万円（前年同期比8.3％増）、中間純利益は2,783百万円（前年同期比8.8％

増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①アパレル事業 

 売上高46,764百万円（前年同期比3.2％減）、営業利益1,984百万円（前年同期比19.4％減） 

＜メンズ＆キッズカンパニー＞ 

 メンズインナーウェアは、天候不順などの影響もあり店頭の盛り上がりに欠けるなど、春夏商戦全般に低調な推移と

なりました。ＧＡＩＡカテゴリー（「ボディワイルド」「ＹＧ－Ｘ」などニューインナー商品）は、「ＣＯＯＬ Ｂ

ＩＺ（クール・ビズ）」対応商品は好調に推移しましたが、市場競合激化の影響等もあり全体としては苦戦しまし

た。やさしいカテゴリー（白物ベーシック商品、シーズン商品）は、シーズン商品は好調に推移しましたが、年間商

品が苦戦し、前年同期を下回りました。キッズインナーウェアは、平台商品が堅調でしたが、ニューインナー商品が

苦戦しました。以上の結果、メンズ＆キッズカンパニー全体では、減収減益となりました。 

＜レディス＆レッグカンパニー＞ 

 レディスインナーウェアは、差異化商品訴求の「フラッティ・キャンペーン」の継続展開および「ＣＯＯＬ ＢＩＺ

（クール・ビズ）」の拡販を推進する中でニューインナーグループは比較的好調でしたが、ベーシックグループが苦

戦し、前年同期を下回りました。ランジェリー・ファンデーションは、強化ブランド「トゥシェ」が引き続き好調に

推移しましたが「ヤンソフィ」「いいネの追究」が苦戦しました。レッグウェアは、スカートファッショントレンド

が復調する中、柄物ストッキングを中心に好調に推移しました。また"美尻、美腹"を訴求した新カテゴリー商品「ス

タイリッシュ・パンツ」の売場拡大が大きく進みました。一方、天候の影響によりセパレートストッキングやショー

トストッキングが苦戦しました。以上の結果、レディス＆レッグカンパニー全体では減収減益となりました。 

＜その他の繊維部門＞ 

 ハウスカジュアル（パジャマ）は、ナイトウェアグループが「母の日」「父の日」「敬老の日」向け企画を中心に好

調に推移し、増収増益となりました。繊維資材は、国内市場での縫製資材の縮小が続いていますが、スポーツ衣料資

材の拡販および中国・東南アジア市場の営業強化などにより、増収増益となりました。 

②機能ソリューション事業 

売上高28,552百万円（前年同期比9.4％増）、営業利益3,381百万円（前年同期比18.1％増） 

＜プラスチックカンパニー＞ 

 ＯＰＰフィルムは、「もやし」等の生鮮野菜の包装用途が好調に推移するなど、高機能フィルム（防曇タイプ、易開

封タイプ）を中心に拡販が進みました。平板収縮フィルムは、差異化新商品ハイブリッドスチレンがホット飲料用途

などで順調に受注を獲得したことに加え、輸出も好調に推移するなど増収となりました。複合ナイロンフィルムは、

夏物商品用途が苦戦しましたが、秋物商品は順調な立ち上がりとなっております。一方、たび重なる原材料値上げの

対応については、コストダウンに注力するとともに製品価格への転嫁を進めております。欧米の海外事業は、グルー

プを挙げた総合的な改善活動で生産性を改善することができました。以上の結果、プラスチックカンパニー全体では

増収増益となりました。 



＜エンジニアリングプラスチックス部門＞ 

 ＯＡ機器市場（複写機、プリンター、複合機等）は、世界的にカラー化が進み、当社主力商品のカラー複写機・プリ

ンター用高機能中間転写ベルトは引き続き好調に推移し、定着ローラー用フッ素薄肉チューブも海外販売を含め順調

に推移しました。一般産業用途も半導体関連向けや海外向けの旺盛な受注が続き、全体では増収増益となりました。

＜電子部品部門＞ 

 当社独自の偏光板仕様タッチパネルおよび中・大型タッチパネルを中心に映像機器・ノートＰＣ・ＦＡ機器用途など

が好調に推移し、前年同期を大きく上回りました。また液晶ディスプレイ周辺回路基盤を組み合わせた高付加価値商

品グループ（ＳＩ商品）も国内外の情報端末機器用の新規拡販により、全体では増収増益となりました。 

＜その他部門＞ 

 機械類（メカトロ）は、印刷関係機械で主力のスタッカーバンドラーや新商品シーターが好調に推移し、包装関連機

械をはじめとする産業関連機械も実績を伸ばすなど、増収増益となりました。メディカル材料は、ＰＧＡ縫合糸が海

外を中心に順調に推移し、縫合補強材も新品番投入により国内販売が伸長しました。骨接合材も前年同期を上回るな

ど主力商品が順調な動きとなり、全体では増収増益となりました。 

 ③ライフクリエイト事業 

 売上高6,692百万円（前年同期比21.0％増）、営業利益498百万円（前年同期比169.2％増） 

 不動産関連事業は、「グンゼ タウンセンター つかしん」がオープンから約半年を経過し、集客と売上（客単価）の

アップに向けたイベント、キャンペーンの実施や商圏拡大の販促活動を展開しており、全体では増収増益となりまし

た。緑化事業は、花卉販売が新規開拓などにより好調に推移し、樹木販売、造園施工を含め、全体で前年同期を上回

りました。スポーツクラブ事業は、「倉敷アイビースクエア店」「ポートウェーブ西宮店」の直営２店を新たにオー

プンし、行政から管理運営を受託した「大津市におの浜ふれあいスポーツセンター」の運営を開始しましたが、既存

店の苦戦と新規店舗の開業費負担により、増収減益となりました。 

  

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より1億円減少し、50億円となりました。当

中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益を51億円、非資金項目

である減価償却費を35億円、退職給付費用未認識債務償却益を43億円各々計上したほか、運転資本の増加6億円、その

他流動負債の減少11億円、預り保証金等の増加18億円、法人税の支払58億円等の結果、9億円の支出超過となり、前年

同期比では2億円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得を57億円、投資有価証券の取得

を14億円行ったこと等により72億円の支出超過となりました。前年同期比31億円の減少ですが、これは主に固定資産

の取得が13億円増加、投資有価証券の取得が12億円増加したこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加123億円、配当金の支払21億

円、自己株式の取得20億円等を行った結果、81億円の収入超過となりました。前年同期比23億円の増加ですが、これ

は主に短期借入金が増加したこと等によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 上記金額は、製造原価ベースで表示しており、外注生産高を含んでいる。 

２ 上記生産実績以外に、下記の商品仕入高がある。 

  

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社は、機能ソリューション事業に含まれる機械類を除き、原則として見込生産である。 

機能ソリューション事業に含まれる機械類の受注高、受注残高は下記のとおりである。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  

(注) １ 販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10を超える販売先はない。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 27,338 △2.7 

機能ソリューション事業 21,199 ＋10.7 

合計 48,537 ＋2.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 5,318 △12.9 

機能ソリューション事業 746 ＋4.9 

ライフクリエイト事業 1,198 ＋9.4 

合計 7,263 △8.2 

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

機能ソリューション事業に含ま
れる機械類 

3,602 ＋5.0 2,557 ＋2.1 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 46,764 △3.2 

機能ソリューション事業 28,552 ＋9.4 

ライフクリエイト事業 6,692 ＋21.0 

小計 82,009 ＋2.6 

内部売上控除 △740 － 

合計 81,268 ＋2.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、インナーウェア・レッグウェア等衣料品、繊維資材、プラスチックフィルム、エンジニアリング

プラスチックス、電子機能材料、機械、医療材料等の事業活動を展開しており、これらを支援する研究開発活動は、

主として当社の研究開発センターが担当しており、既存事業分野の新規付加価値商品の開発及び合理化・省力化機械

開発等の事業部門サポート並びに新規事業創出に向けたリサーチと技術開発に努めている。 

当中間連結会計期間における研究開発費は763百万円である。なお当該金額には製造部門における研究費は含めてい

ない。事業の種類別セグメントの主な研究開発活動及び研究開発費の金額は次のとおりである。 

（1）アパレル事業 

衣料品分野では、商品の高機能化を進めるため、機能原糸の自社開発と機能加工技術開発に取り組み、機能原糸と

して透湿性・冷感性機能を持つ繊維を開発しており、次世代ストッキング素材、スポーツインナーウェアー、クール

ビズインナー等各種衣料用途及び機能性産業繊維資材への展開を進めている。また、新生理評価技術（快適工房）の

展開により、快適着圧インナー・ストッキング商品、ヘルシーライフ商品（血流促進衣料・敏感肌対応肌着等）、シ

ームレス婦人インナー商品の開発に取り組んでいる。 

当該セグメントに係る研究開発費は177百万円である。 

（2）機能ソリューション事業 

プラスチックフィルム分野では、主力のペットボトル用ラベルにおける高付加価値化を狙いとした、新規複合フィ

ルムの開発、表面加工技術の研究に取り組んでいる。また、工業用機能フィルム開発にも注力しており、ダイシング

用基材などの半導体製造工程向けフィルムや光学用途向け機能フィルムの開発などを進めている。 

エンジニアリングプラスチックス分野では、複写機・プリンター用機能性ベルトのユーザーニーズに対応した高機

能化研究と製造工程の効率化研究を進めている。 

電子機能材料分野では、光学特性が重要視されるデジタルビデオカメラ、デジタルスチールカメラ市場をターゲッ

トに低反射プラスチックタッチパネル、及び高耐熱素材を用いた高耐久タッチパネルの開発に取り組んでいる。 

機械分野では、各事業部門における新機能性商品の事業化を支援するためのオリジナル装置の開発や高機能商品を

生産するための高効率な生産技術の開発、さらに自社セル生産システム用の機器の開発など製造工程の革新に繋がる

研究に取り組んでいる。 

医療材料分野では、生体吸収性材料を使用した吸収性縫合糸・骨接合材・人工皮膚に続く新たな商品群の開発に取

り組んでいる。再生医療分野においては、生体吸収性の組織再建用基材の開発と細胞培養技術の基礎研究を進めてい

る。 

当該セグメントに係る研究開発費は585百万円である。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結

会計期間に重要な変更はない。 

(2) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結

会計期間において完了したものは次のとおりである。 

ａ．守山工場のプラスチックフィルム生産設備更新については、平成18年7月に完了した。 

ｂ．グンゼ開発（国内子会社）のつかしん再開発事業については平成18年4月に完了し、営業を開始した。 

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりである。 

  

  [提出会社] 

  

 [連結子会社] 

  

会社・事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び 
完了予定 完成後の

増加能力 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 着手 完了 

亀岡工場 
(京都府亀岡市) 

機能ソリュー
ション事業 電子機能材料生産設備 800 0 自己資金 H18.10 H20.1 542千ｍ/

年間 

会社・事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び 
完了予定 完成後の

増加能力 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 着手 完了 

上海郡是新塑材有限公
司     (中国) 

機能ソリュー
ション事業 

プラスチックフィルム
生産設備 390 0 自己資金 H18.12 H20.1 1,500t/ 

年間 

グンゼスポーツ㈱ 
（兵庫県尼崎市ほか） 

ライフクリエ
イト事業 スポーツ施設 350 0 〃 H18.10 H19.6 1店舗 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月20日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 227,935,165 227,935,165
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部 

－ 

計 227,935,165 227,935,165 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成18年９月30日 － 227,935,165 － 26,071 － 6,566



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式 14,222千株(6.23％)がある。 

２ 所有株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 26,511千株、日本マスタートラスト信託銀行㈱5,383千株、資産

管理サービス信託銀行㈱4,546千株、第一生命保険相互会社9千株の信託業務に係る株式を含んでいる。 

   ３ 次の法人より平成18年８月31日付で大量保有報告書に係る変更報告書の提出があり、平成18年８月25日現在で以下の株券

等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当中間会計期間末における実質保有株式数の確認ができないた

め、上記の大株主の状況には含めていない。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式

数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 26,511 11.63

 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,131 2.69

 ㈱京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師寺町
 700番地 

5,875 2.57

全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 5,855 2.56

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,523 2.42

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目１１番３号 5,383 2.36

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 5,205 2.28

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番１２号 4,546 1.99

日本興亜損害保険㈱ 東京都千代田区霞が関三丁目７番３号 4,380 1.92

ザバンクオブニューヨークトリー
ティージャスデックアカウント 
［常任代理人］ 
㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 

米国、ニューヨーク
（東京都千代田区丸の内二丁目７番1号） 

3,955 1.73

計 ― 73,368 32.18

  氏名又は名称 住所
保有株券等の数 

(千株) 
株券等保有割合

(％) 

ゴールドマン・サック
ス・ジャパン・リミテッ
ドほか４社 

英国領バージン・アイランド 24,296 10.66



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) １ 完全議決権株式(その他)の中には、証券保管振替機構名義の株式3,000株(議決権の個数3個)、及び名義人以外からの株券

喪失登録のある株式1,000株（議決権個数1個）が含まれている。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式390株、証券保管振替機構名義株式240株が含まれている。 
  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部による。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
 普通株式 14,222,000 

―

(相互保有株式) 
 普通株式   61,000 

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 210,734,000   210,734 (注)１

単元未満株式 普通株式  2,918,165 ―
１単元(1,000株)未満の株式 
(注)２ 

発行済株式総数      227,935,165 ―   

総株主の議決権 ―   210,734   

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
グンゼ株式会社 

大阪市北区梅田一丁目 
８番17号 

14,222,000 ― 14,222,000 6.23

(相互保有株式) 
タマヤ株式会社 

綾部市青野町下入ケ口 
12番地 

61,000 ― 61,000 0.03

計 ― 14,283,000 ― 14,283,000 6.26

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 816 808 697 693 705 693

最低(円) 736 666 581 595 636 619



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、協立監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    5,173 5,040   5,114 

２ 受取手形及び売掛金 ※５  38,770 41,502   38,036 

３ たな卸資産    41,202 37,027   38,781 

４ たな卸不動産    635 330   440 

５ 短期貸付金    341 413   243 

６ 繰延税金資産    1,611 1,585   1,520 

７ その他の流動資産    1,795 2,417   2,271 

貸倒引当金    △172 △49   △41 

流動資産合計    89,357 43.8 88,268 40.5   86,366 40.6

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物及び構築物   33,932   43,102 33,798   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   16,428   18,384 17,575   

(3) 工具・器具・備品   1,150   1,386 1,072   

(4) 土地   12,282   12,189 12,268   

(5) 建設仮勘定   2,482 66,275 1,103 76,166 3,039 67,755 

２ 無形固定資産          

(1) 借地権その他の 
  無形固定資産   1,010 1,010 1,103 1,103 1,075 1,075 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 41,101   44,224 48,819   

(2) 長期貸付金   960   956 971   

(3) 繰延税金資産   98   2,013 2,514   

(4) その他の投資等   5,285   5,334 5,245   

貸倒引当金   △305 47,140 △257 52,271 △263 57,288 

固定資産合計    114,426 56.2 129,541 59.5   126,119 59.4

資産合計    203,784 100.0 217,809 100.0   212,486 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※５  12,791 13,595   12,563 

２ 短期借入金 ※２  4,948 4,982   5,201 

３ コマーシャル 
  ペーパー    13,500 22,500   10,000 

４ １年以内に返済 
  予定の長期借入金    400 1,300   1,307 

５ 未払法人税等    2,865 3,179   6,620 

６ 賞与引当金    1,882 1,858   1,791 

７ 設備関係支払手形 ※５  ― 8,389   ― 

８ その他の流動負債 ※２  11,747 7,276   9,050 

流動負債合計    48,135 23.6 63,081 28.9   46,533 21.9

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    1,713 406   407 

２ 繰延税金負債    4 8   2,788 

３ 退職給付引当金    14,262 9,984   14,366 

４ 役員退職慰労引当金    460 489   512 

５ 長期預り敷金 
  ・保証金    9,692 11,218   10,067 

６ その他の固定負債    119 35   37 

固定負債合計    26,252 12.9 22,144 10.2   28,179 13.2

負債合計    74,387 36.5 85,225 39.1   74,713 35.1

           

(少数株主持分)          

少数株主持分    1,404 0.7 ― ―   1,454 0.7

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    26,071 12.8 ― ―   26,071 12.3

Ⅱ 資本剰余金    22,718 11.1 ― ―   22,718 10.7

Ⅲ 利益剰余金    67,746 33.3 ― ―   71,402 33.6

Ⅳ 土地再評価差額金    △825 △0.4 ― ―   △825 △0.4

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    17,188 8.4 ― ―   22,049 10.4

Ⅵ 為替換算調整勘定    △264 △0.1 ― ―   260 0.1

Ⅶ 自己株式    △4,641 △2.3 ― ―   △5,358 △2.5

資本合計    127,992 62.8 ― ―   136,318 64.2

負債、少数株主持分 
及び資本合計    203,784 100.0 ― ―   212,486 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― 26,071   ― 

２ 資本剰余金    ― 22,718   ― 

３ 利益剰余金    ― 71,558   ― 

４ 自己株式    ― △7,402   ― 

株主資本合計    ― 112,946 51.9   ― 

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 18,537   ― 

２ 繰延ヘッジ損益    ― 32   ― 

３ 土地再評価差額金    ― △400   ― 

４ 為替換算調整勘定    ― 213   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― 18,383 8.4   ― 

Ⅲ 少数株主持分    ― 1,254 0.6   ― 

純資産合計    ― 132,583 60.9   ― 

負債純資産合計    ― ― 217,809 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    79,166 100.0 81,268 100.0   165,697 100.0

Ⅱ 売上原価    56,426 71.3 58,747 72.3   119,202 71.9

売上総利益    22,740 28.7 22,521 27.7   46,495 28.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  18,724 23.6 18,430 22.7   37,481 22.7

営業利益    4,016 5.1 4,090 5.0   9,014 5.4

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   38   31 101   

２ 受取配当金   275   353 384   

３ 賃貸料   85   239 372   

４ 為替差益   108   30 83   

５ その他の営業外収益   219 727 0.9 215 869 1.1 501 1,443 0.9

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   167   184 362   

２ 賃貸原価   73   196 313   

３ たな卸資産評価損   224   － 209   

４ たな卸資産廃棄損   57   27 293   

５ その他の営業外費用   278 801 1.0 281 690 0.8 332 1,511 0.9

経常利益    3,942 5.0 4,269 5.3   8,945 5.4

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 299   26 597   

２ 投資有価証券売却益   553   － 1,393   

３ 貸倒引当金取崩益   －   1 136   

４ 退職給付費用 
数理差異償却額 ※４ －   3,573 －   

５ 退職給付費用 
  過去勤務債務償却額   801 1,654 2.0 801 4,402 5.3 1,602 3,730 2.2

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産売却 
   及び除却損 ※３ 98   502 251   

２ 投資有価証券 
  評価損等   7   5 29   

３ 事業構造改善損失   －   168 －   

４ 退職給付費用 
  数理差異償却額 ※４ 273   － 547   

５ 移転補償損失 ※５ 433   20 490   

６ たな卸資産処分損 ※６ －   2,797 －   

７ その他の特別損失   － 812 1.0 － 3,494 4.3 234 1,552 0.9

税金等調整前 
中間(当期)純利益    4,783 6.0 5,176 6.3   11,123 6.7

法人税、住民税 
及び事業税 ※７ 2,150   2,368 7,589   

法人税等調整額 ※７ － 2,150 2.7 － 2,368 2.9 △2,795 4,794 2.8

少数株主利益    75 0.1 24 0.0   108 0.1

中間(当期)純利益    2,557 3.2 2,783 3.4   6,220 3.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結剰余金計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 22,669 22,669

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 自己株式処分差益 0 0  

２ 連結子会社合併に伴う 
  増加高 

49 49 49 49

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

22,718 22,718

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 66,918 66,918

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 中間(当期)純利益 2,557 6,220  

２ 連結子会社増加に伴う 
  増加高 

16 2,574 16 6,237

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 1,650 1,650  

２ 役員賞与 46 46  

３ 連結子会社合併に伴う 
  減少高 

49 49  

４ その他の利益処分 
  による減少高 

― 1,746 6 1,752

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

67,746 71,402

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 71,402 △5,358 114,834 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,167   △2,167 

 役員賞与     △36   △36 

 中間純利益     2,783   2,783 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高     5   5 

 土地再評価差額金取崩額     △424   △424 

 福利基金繰入額     △4   △4 

 自己株式の取得       △2,046 △2,046 

 自己株式の処分   0   2 2 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 156 △2,044 △1,887 

平成18年９月30日残高(百万円) 26,071 22,718 71,558 △7,402 112,946 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,049 ― △825 260 21,484 1,454 137,773 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △2,167 

 役員賞与             △36 

 中間純利益             2,783 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高             5 

 土地再評価差額金取崩額             △424 

 福利基金繰入額             △4 

 自己株式の取得             △2,046 

 自己株式の処分             2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △3,511 32 424 △46 △3,101 △200 △3,301 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,511 32 424 △46 △3,101 △200 △5,189 

平成18年９月30日残高(百万円) 18,537 32 △400 213 18,383 1,254 132,583 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 4,783 5,176 11,123

２ 減価償却費  3,032 3,575 6,532

３ 貸倒引当金の増加額 
  (又は減少額△) 

 3 9 △134

４ 退職給付引当金等の増加額 
  (又は減少額△) 

 △857 35 △267

５ 受取利息及び受取配当金  △313 △384 △485

６ 支払利息  167 184 362

７ 固定資産除却・ 
  売却損益(益は△) 

 △200 476 △346

８ 投資有価証券等 
  売却損益(益は△) 

 △553 － △1,382

９ 投資有価証券等評価損  7 2 17

10 退職給付費用数理差異償却 
  (益は△) 

 273 
  

△3,573 547

11 退職給付費用過去勤務債務 
  償却(益は△) 

 △801 △801 △1,602

12 その他の損益項目  335 △6 △113

13 売上債権の減少額 
  (又は増加額△) 

 △537 △3,379 244

14 棚卸資産の減少額 
  (又は増加額△) 

 △3,007 1,834 △225

15 その他流動資産の減少額 
  (又は増加額△) 

 △45 11 △646

16 仕入債務の増加額 
  (又は減少額△) 

 △408 882 △709

17 預り保証金等の増加額 
  (又は減少額△) 

 584 1,884 △3,253

18 その他流動負債の増加額 
  (又は減少額△) 

 △1,068 △1,161 417

19 役員賞与の支払額  △46 △36 △46

小計  1,345 4,731 10,029

20 利息及び配当金の受取額  311 379 489

21 利息の支払額  △107 △170 △353

22 法人税等の支払額  △2,713 △5,856 △4,328

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,163 △915 5,836



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 固定資産の取得による支出  △4,359 △5,738 △8,433

２ 固定資産の売却による収入  415 185 799

３ 固定資産の除却に伴う支出  △47 △111 △74

４ 投資有価証券 
  の取得による支出 

 △148 △1,419 △480

５ 投資有価証券 
  の売却による収入 

 664 － 2,147

６ 貸付金の純減少額 
  (又は純増加額△) 

 △78 △124 41

７ その他  △507 △51 △446

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △4,061 △7,260 △6,446

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金等の純増加額 
  (又は純減少額△) 

 8,592 12,376 5,029

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 － △6 △400

３ 配当金の支払額  △1,648 △2,165 △1,651

４ 自己株式の取得による支出  △1,150 △2,046 △1,866

５ その他  △53 △43 △126

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 5,739 8,113 984

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 25 △10 105

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額(又は減少額△) 

 539 △73 480

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 4,577 5,114 4,577

Ⅶ 新規連結に伴う現金 
  及び現金同等物の増加 

 56 － 56

Ⅷ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高 

※１ 5,173 5,040 5,114

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

東北グンゼ㈱、倉吉グンゼ

㈱、グ ン ゼ 物 流 ㈱、Thai 

Gunze Co.,Ltd.、九州グンゼ

㈱、P.T.  Gunze  Socks 

Indonesia、福島プラスチッ

クス㈱、グンゼ包装システム

㈱、郡 是 高 分 子 工 業 ㈱、

Gunze  Plastics  & 

Engineering Corporation of 

Europe N.V.、エルマ㈱、GGI 

Technology Ltd.、綾部エン

プラ㈱、グンゼ開発㈱、グン

ゼスポーツ㈱ 

なお、当中間連結会計期間中

に重要性の増した上海郡是新

包装有限公司を連結の範囲に

含めることとし、当中間連結

会計期間中に当社と合併した

滋賀フィルム㈱は連結の範囲

から除外している。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

東北グンゼ㈱、倉吉グンゼ

㈱、グ ン ゼ 物 流 ㈱、Thai 

Gunze Co.,Ltd.、九州グンゼ

㈱、P.T.  Gunze  Socks 

Indonesia、福島プラスチッ

クス㈱、グンゼ包装システム

㈱、郡 是 高 分 子 工 業 ㈱、

Gunze  Plastics  & 

Engineering Corporation of 

Europe N.V.、エルマ㈱、GGI 

Technology Ltd.、綾部エン

プラ㈱、グンゼ開発㈱、グン

ゼスポーツ㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載している

ため省略している。 

なお、当連結会計年度中に重

要性の増した上海郡是新包装

有限公司を連結の範囲に含め

ることとし、当連結会計年度

中に当社と合併した滋賀フィ

ルム㈱は連結の範囲から除外

している。 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

  

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社20社は、いずれ

も営業規模が小さく、中間連

結財務諸表に与える影響が小

さい。かつ、利益基準及び連

結企業集団に占める子会社の

位置等の観点からも重要性が

乏しいと判断されるため連結

の範囲から除外している。 

  

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社22社は、いずれ

も営業規模が小さく、中間連

結財務諸表に与える影響が小

さい。かつ、利益基準及び連

結企業集団に占める子会社の

位置等の観点からも重要性が

乏しいと判断されるため連結

の範囲から除外している。 

  

   連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社22社は、いずれ

も営業規模が小さく、連結財

務諸表に与える影響が小さ

い。かつ、利益基準及び連結

企業集団に占める子会社の位

置等の観点からも重要性が乏

しいと判断されるため連結の

範囲から除外している。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社の福島グラビア㈱

等の20社及び関連会社の全紡グ

ンゼ㈱等の6社は、それぞれ、

中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が乏

しいため、これらの会社に対す

る投資は持分法を適用せず原価

法により評価している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社の福島グラビア㈱

等の22社及び関連会社の全紡グ

ンゼ㈱等の5社は、それぞれ、

中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が乏

しいため、これらの会社に対す

る投資は持分法を適用せず原価

法により評価している。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社22社及び関連会社

5社（全紡グンゼ㈱ほか）は、

それぞれ、連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要

性が乏しいため、これらの会社

に対する投資は持分法を適用せ

ず原価法により評価している。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、在外連結子

会社14社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の

作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行

っている。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、在外連結子

会社14社の中間決算日は６月30

日である。中間連結財務諸表の

作成にあたっては同日現在の財

務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行

っている。 

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項 

  連結子会社のうち、在外連結子

会社14社の決算日は12月31日で

ある。連結財務諸表の作成にあ

たっては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っている。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    商品、製品、原材料 

     主として移動平均法に基

づく低価法 

    仕掛品、貯蔵品 

     主として移動平均法に基

づく原価法 

    機械類の仕掛品、たな卸不

動産 

     個別法に基づく原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    同左 

  (ロ)有価証券 

    その他の有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定) 

  (ロ)有価証券 

    その他の有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

  (ロ)有価証券 

    その他の有価証券 

     時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原

価法 

     時価のないもの 

      同左 

     時価のないもの 

      同左 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ハ)デリバティブ 

    時価法 

  (ハ)デリバティブ 

    同左 

  (ハ)デリバティブ 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は

主として定率法である。た

だし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、

定額法によっている。在外

連結子会社は定額法によっ

ている。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりである。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び 
運搬具 

３～15年

工具・器具 
・備品 

２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    同左 

  (ロ)無形固定資産 

    定額法によっている。 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っている。 

  (ロ)無形固定資産 

    同左 

  (ロ)無形固定資産 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、売上債権等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。在外連結子会社は取引

先の資産内容等を考慮して

計上している。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、支給見

込額のうち当中間連結会計

期間に帰属する部分を計上

している。 

  (ロ)賞与引当金 

    同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、支給見

込額のうち当連結会計年度

に帰属する部分を計上して

いる。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (ハ)役員賞与引当金 

     ――― 

  (ハ)役員賞与引当金 

    役員に対する賞与の支給に

備えるために、支給見込額

を計上している。なお、役

員に対する賞与は、通期の

業績を基礎として算定して

おり、中間連結会計期間に

おいて合理的に見積ること

が困難なため、計上してい

ない。 

  (ハ)役員賞与引当金 

     ――― 

  (ニ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。なお会計基準変更時差

異については、適用初年度

において、当社は退職給付

信託設定による一時償却を

行い、連結子会社は一括償

却した。過去勤務債務はそ

の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年

数(５年～10年)による定額

法により処理することとし

ている。数理計算上の差異

はその発生の翌連結会計年

度に１年間で処理すること

としている。 

  (ニ)退職給付引当金 

    同左 

(ニ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。な

お、会計基準変更時差異

(26,371百万円)について

は、適用初年度において、

当社は退職給付信託を設定

し一時償却を行い、連結子

会社は一括償却している。

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年～10年)による定額法に

より処理することとしてい

る。数理計算上の差異は、

その発生の翌連結会計年度

に１年間で処理することと

している。 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    当社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、役員

退職慰労金規則(内規)に基

づく当中間連結会計期間末

要支給額を計上している。 

(ホ)役員退職慰労引当金 

    同左 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    当社は役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役員退

職慰労金規則(内規)に基づ

く当連結会計年度末要支給

額を計上している。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替差

額は損益として処理してい

る。また、在外子会社(大連

坤姿時装有限公司は会計通貨

が日本円のため除く)の資

産・負債及び収益・費用は、

中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は少数株主持分及び資本

の部における為替換算調整勘

定に含めて計上している。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、為替差

額は損益として処理してい

る。また、在外子会社(大連

坤姿時装有限公司は会計通貨

が日本円のため除く)の資

産・負債及び収益・費用は、

中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めて計上し

ている。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理している。ま

た、在外子会社(大連坤姿時

装有限公司は会計通貨が日本

円のため除く)の資産・負債

及び収益・費用は、連結決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計

上している。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンスリース取引

については、主として通常の

賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっている。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   当社は、外貨建輸出入取引

(金銭債権債務、予定取引)の

為替変動リスクを回避する目

的で、取引の範囲内で為替予

約取引を行っており、原則と

して繰延ヘッジ処理によって

いるが、外貨建債権債務等に

係る為替予約について振当処

理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用している。

なお、この輸出入取引に係る

為替予約は、取引権限及び取

引限度額を定めた責任権限規

程に基づき行っている。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税につい

ては、税抜方式によってい

る。 

 (7) 消費税等の会計処理 

   同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３カ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ価値の変動

について僅小なリスクしか負わ

ない短期的な投資。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  同左 



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を適

用している。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は、131,297百

万円である。なお、当中間連結会計

期間における中間連結貸借対照表の

純資産の部については、中間連結財

務諸表規則の改正に伴い、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ている。 

 ――― 

 ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準第４号 平成17年11月29日)を適用

している。なお、役員に対する賞与

は、通期の業績を基礎として算定し

ており、中間連結会計期間において

は合理的に見積ることが困難なた

め、費用処理していない。 

 ――― 

(退職給付会計) 

当中間連結会計期間より「『退職給

付に係る会計基準』の一部改正」

(企業会計基準第3号 平成17年３月

16日)及び「『退職給付に係る会計

基準』の一部改正に関する適用指

針」(企業会計基準適用指針第7号 

平成17年３月16日)を適用してい

る。この適用に伴い、税金等調整前

中間純利益が24百万円増加してい

る。 

 ――― (退職給付会計) 

当連結会計年度より「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正」(企業

会計基準第3号 平成17年３月16日)

及び「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第7号 平成17年

３月16日)を適用している。この適

用に伴い、税金等調整前当期純利益

が49百万円増加している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      120,726百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      120,393百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      121,972百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
90百万円

計 92百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
114百万円

計 116百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
112百万円

計 115百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 6百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

54百万円

計 61百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

45百万円

計 52百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

54百万円

計 62百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っている。 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っている。 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っている。 

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

郡是(上海)国際貿易 

有限公司 
96百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
134百万円

グンゼ㈱従業員 652百万円

合計 882百万円

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

北京北人郡是機械有

限公司 
35百万円

郡是(上海)国際貿易 

有限公司 
48百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
149百万円

グンゼ㈱従業員 471百万円

合計 705百万円

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

郡是(上海)国際貿易 

有限公司 
85百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
147百万円

グンゼ㈱従業員 562百万円

合計 795百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次のとおりであ

る。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次のとおりであ

る。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次の通りであ

る。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円

※５ 

 ――― 

※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

をしている。 なお、当中間

連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日の残高に含まれている。 

受取手形     971百万円 

支払手形      14百万円 

設備関係支払手形 －百万円 

※５ 

 ――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

物流費 4,287百万円

広告宣伝費 2,250百万円

給与手当 4,702百万円

賞与引当金 

繰入額 
694百万円

退職給付 

引当金繰入額 
387百万円

減価償却費 181百万円

研究開発費 793百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

物流費 4,282百万円

広告宣伝費 2,140百万円

給与手当 4,739百万円

賞与引当金 

繰入額 
699百万円

退職給付 

引当金繰入額 
343百万円

減価償却費 189百万円

研究開発費 763百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりである。 

物流費 9,022百万円

広告宣伝費 4,548百万円

給与手当 10,059百万円

賞与引当金 

繰入額 
709百万円

退職給付 

引当金繰入額 
773百万円

減価償却費 395百万円

研究開発費 1,574百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
2百万円

工具・器具 

・備品 
0百万円

土地 297百万円

計 299百万円

   

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
1百万円

工具・器具 

・備品 
―百万円

土地 24百万円

計 26百万円

   

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 17百万円

機械装置及び 

運搬具 
3百万円

工具・器具 

・備品 
0百万円

土地 533百万円

無形固定資産 43百万円

計 597百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 45百万円

機械装置及び 

運搬具 
49百万円

工具・器具 

・備品 
4百万円

計 98百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 452百万円

機械装置及び 

運搬具 
40百万円

工具・器具 

・備品 
9百万円

計 502百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 96百万円

機械装置及び 

運搬具 
144百万円

工具・器具 

・備品 
10百万円

計 251百万円

※４ 当社及び連結子会社は、年金

資産(退職給付信託資産含む)

の運用収益の悪化を主因とす

る数理計算上の差異につい

て、当中間連結会計期間にお

ける償却額が多額であるため

特別損失に計上している。 

※４ 当社及び連結子会社は、年金

資産(退職給付信託資産含む)

の運用収益の回復を主因とす

る数理計算上の差異につい

て、当中間連結会計期間にお

ける償却額が多額であるため

特別利益に計上している。 

※４ 当社及び連結子会社は、年金

資産(退職給付信託資産含む)

の運用収益の悪化を主因とす

る数理計算上の差異につい

て、当連結会計年度における

償却額が多額であるため特別

損失に計上している。 

※５ ショッピングセンター「つか

しん」のリニューアルに伴う

テナント移転補償損失を特別

損失に計上している。 

※５ 同左 ※５ 同左 

※６ ――― ※６ 「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、当

社グループの一層の体質改善

を図るため実施した たな卸

資産処分損を特別損失に計上

している。 

※６ ――― 

※７ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

により計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表

示している。 

※７ 同左 ※７ ――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 取締役会決議に基づく買取による増加   3,000,000株 

単元未満株式の買取りによる増加       61,411株 

減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

 単元未満株式の買増請求による減少      3,799株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 227,935,165 － － 227,935,165 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 11,164,778 3,061,411 3,799 14,222,390 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,167 10 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,173百万円

現金及び預金同等物 5,173百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,040百万円

現金及び預金同等物 5,040百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との

関係 

(平成18年３月31日) 

現金及び預金勘定 5,114百万円

現金及び預金同等物 5,114百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

515  229  285 

工具器具 
備品 2,593  1,769  824 

無形固定 
資産 317  181  135 

合計 3,425  2,180  1,245 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  同左 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 4  0  4

機械装置 
及び 
運搬具 

601  308  292

工具器具 
備品 2,073  1,599  474

無形固定 
資産 338  115  223

合計 3,017  2,023  994

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び 
運搬具 

566 282  284 

工具器具
備品 2,823 2,073  749 

無形固定
資産 317 211  105 

合計 3,707 2,567  1,139 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定している。 

１年以内 539百万円

１年超 705百万円

合計 1,245百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  同左 

１年以内 400百万円

１年超 593百万円

合計 994百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

している。 

１年以内 502百万円

１年超 637百万円

合計 1,139百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 319百万円

減価償却費相当額 319百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 263百万円

減価償却費相当額 263百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 696百万円

減価償却費相当額 696百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 53百万円

１年超 44百万円

合計 98百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 44百万円

１年超 －百万円

合計 44百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 53百万円

１年超 17百万円

合計 71百万円



(有価証券関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当なし。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券について5百万円(その他有価証券で時価のある株式5百万円、時価評価されてい

ない株式0百万円)減損処理を行っている。なお、時価のある有価証券については中間期末日における市場価格が、時価評価され

ていない有価証券については中間期末日における１株当りの純資産が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則として

すべて減損処理を行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っている。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 9,769 37,994 28,225

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 589 789 200

合計 10,358 38,784 28,425

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,215

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,101

合計 2,316



Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当なし。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券について2百万円(その他有価証券で時価のある株式1百万円、時価評価されてい

ない株式1百万円)減損処理を行っている。なお、時価のある有価証券については中間期末日における市場価格が、時価評価され

ていない有価証券については中間期末日における１株当りの純資産が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則として

すべて減損処理を行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っている。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 11,204 41,852 30,647

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 11,204 41,852 30,647

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,270

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,100

合計 2,371



Ⅲ 前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当なし。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について6百万円(時価のある株式6百万円、時価評価されていない株式0百万円)減損

処理を行っている。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有価証券につい

ては、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減損処理を行い、

30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っている。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社グループは外貨建輸出入取引につき為替予約取引を行っているが、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び

前連結会計年度のいずれにおいても、ヘッジ会計(繰延ヘッジ処理及び振当処理)を適用しているため、開示の対象から

除いている。 

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はない。 

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 9,998 46,455 36,457

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 9,998 46,455 36,457

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,261

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,102

合計 2,364



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】  

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

48,252 26,022 4,892 79,166 ― 79,166

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

35 74 639 749 (749) ―

計 48,287 26,096 5,531 79,916 (749) 79,166

営業費用 45,825 23,234 5,345 74,406 744 75,150

営業利益 2,462 2,862 185 5,510 (1,494) 4,016

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

46,693 28,506 6,068 81,268 ― 81,268

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

71 45 623 740 (740) ―

計 46,764 28,552 6,692 82,009 (740) 81,268

営業費用 44,780 25,171 6,193 76,145 1,032 77,177

営業利益 1,984 3,381 498 5,864 (1,773) 4,090

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

102,033 53,264 10,400 165,697 ― 165,697

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

93 133 1,389 1,616 (1,616) ―

計 102,126 53,397 11,790 167,314 (1,616) 165,697

営業費用 96,205 47,820 11,236 155,263 1,420 156,683

営業利益 5,920 5,576 553 12,050 (3,036) 9,014



(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類している。 

２ 各事業区分の主な製品は下記の通りである。 

アパレル事業：インナーウェア・靴下・アウターウェア・テキスタイル・繊維資材 

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・医療材料等 

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツ施設の運営管理等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、提出会社の本社費中、経営戦略部・業務監査室等各セ

グメントの受ける便益の程度が直接把握できない費用部分及び企業イメージ広告に要した費用である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、本国以外の国または地域に所在するセグメン

トの売上高は、全セグメントの売上高合計の10％未満であるので、その記載を省略した。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、海外売上高は、連結売上高の10％未満である

ので、その記載を省略した。 

  

前中間連結会計期間 1,494百万円

当中間連結会計期間 1,773百万円

前連結会計年度 3,036百万円



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため、記載していない。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

 (2)１株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 587円47銭 １株当たり純資産額 614円52銭 １株当たり純資産額 628円69銭

１株当たり中間純利益 11円67銭 １株当たり中間純利益 12円93銭 １株当たり当期純利益 28円33銭

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

― 
純資産の部の合計額

132,583百万円 
― 

― 

純資産の部の合計額から控除する
金額 

1,254百万円 
― 

  
― 

（うち少数株主持分）
1,254百万円 

  
― 

  

― 

普通株式に係る中間期末の
純資産額 

131,329百万円 

  

― 

― 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式数 

213,712,775株 
― 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間純利益 

2,557百万円 

中間純利益

2,783百万円 

当期純利益

6,220百万円 

普通株式に係る中間純利益 

2,557百万円 

普通株式に係る中間純利益

2,783百万円 

普通株式に係る当期純利益 

6,182百万円 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はない 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳 

該当事項はない 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

利益処分による 
役員賞与 

35百万円

その他 3百万円
普通株式の期中平均株式数 

219,227,066株 

普通株式の期中平均株式数

215,241,981株 

普通株式の期中平均株式数 

218,205,855株 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】  

①【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   3,068   2,391 3,144   

 ２ 受取手形 ※５ 8,687   8,969 7,151   

 ３ 売掛金   25,381   26,086 26,204   

 ４ たな卸資産   34,608   30,286 32,205   

 ５ 短期貸付金   11,502   13,970 13,303   

 ６ 繰延税金資産   861   990 1,011   

 ７ その他   1,315   1,459 1,638   

   貸倒引当金   △198   △35 △35   

   流動資産合計    85,227 47.4 84,120 45.7   84,623 45.8

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物   11,735   11,747 11,536   

  (2) 機械及び装置   8,240   10,260 9,303   

  (3) 土地   9,572   8,372 8,372   

  (4) その他   3,503   2,226 3,442   

   有形固定資産合計   33,051   32,606 32,655   

 ２ 無形固定資産   590   839 721   

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※２ 58,596   61,797 66,297   

  (2) 投資損失引当金   △8,295   △8,295 △8,295   

  (3) 長期貸付金   4,833   5,814 3,632   

  (4) 繰延税金資産   902   2,684 391   

  (5) その他   5,050   4,867 4,924   

    貸倒引当金   △254   △183 △212   

     投資その他の 
     資産合計   60,833   66,686 66,738   

    固定資産合計    94,475 52.6 100,132 54.3   100,114 54.2

    資産合計    179,703 100.0 184,252 100.0   184,738 100.0

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形 ※５ 834   1,201 725   

 ２ 買掛金   6,374   6,031 5,963   

 ３ 短期借入金   1,644   1,789 1,553   

 ４ コマーシャル 
   ペーパー   13,500   22,500 10,000   

 ５ 未払法人税等   2,305   2,771 6,077   

 ６ 賞与引当金   1,257   1,216 1,177   

 ７ その他 ※２ 9,406   5,597 12,133   

   流動負債合計    35,323 19.7 41,107 22.3   32,994 17.9

Ⅱ 固定負債          

 １ 退職給付引当金   11,567   7,550 11,748   

 ２ 役員退職慰労引当金   460   489 512   

 ３ 預り保証金   659   714 714   

 ４ 長期前受収益   80   ― ―   

   固定負債合計    12,767 7.1 8,754 4.8   12,975 7.0

   負債合計    48,090 26.8 49,861 27.1   45,970 24.9



  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    26,071 14.5 ― ―   26,071 14.1

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   6,566   ― 6,566   

 ２ その他 
   資本剰余金   16,151   ― 16,151   

   資本剰余金合計    22,718 12.6 ― ―   22,718 12.3

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   ―   ― 12   

 ２ 任意積立金   65,004   ― 64,992   

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益   5,479   ― 8,498   

   利益剰余金合計    70,484 39.2 ― ―   73,503 39.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    16,980 9.5 ― ―   21,833 11.8

Ⅴ 自己株式    △4,641 △2.6 ― ―   △5,358 △2.9

  資本合計    131,613 73.2 ― ―   138,768 75.1

  負債資本合計    179,703 100.0 ― ―   184,738 100.0

                 



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― 26,071 14.2   ― 

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   6,566 ―   

(2) その他資本剰余金   ―   16,152 ―   

資本剰余金合計    ― 22,718 12.3   ― 

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   12 ―   

(2) その他利益剰余金          

特別償却準備金   ―   49 ―   

固定資産圧縮積立
金   ―   680 ―   

別途積立金   ―   68,240 ―   

繰越利益剰余金   ―   5,659 ―   

利益剰余金合計    ― 74,642 40.5   ― 

４ 自己株式    ― △7,402 △4.0   ― 

株主資本合計    ― 116,030 63.0   ― 

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 18,327 9.9   ― 

２ 繰延ヘッジ損益    ― 32 0.0   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― 18,359 9.9   ― 

純資産合計    ― 134,390 72.9   ― 

負債純資産合計    ― ― 184,252 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    67,473 100.0 66,123 100.0   138,832 100.0

Ⅱ 売上原価    48,795 72.3 48,319 73.1   100,986 72.7

  売上総利益    18,678 27.7 17,804 26.9   37,845 27.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    16,144 23.9 15,443 23.3   32,218 23.2

  営業利益    2,534 3.8 2,360 3.6   5,627 4.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  1,884 2.8 2,226 3.4   3,246 2.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  795 1.2 641 1.0   1,447 1.0

  経常利益    3,623 5.4 3,945 6.0   7,426 5.3

Ⅵ 特別利益 ※３  1,642 2.4 4,378 6.6   3,611 2.6

Ⅶ 特別損失 ※４  778 1.2 2,947 4.5   1,417 1.0

  税引前中間(当期) 
  純利益    4,487 6.7 5,376 8.1   9,620 6.9

  法人税、住民税及び 
  事業税 ※６ 1,673   2,034 6,600   

  法人税等調整額 ※６ ― 1,673 2.5 ― 2,034 3.0 △2,812 3,787 2.7

  中間(当期)純利益    2,813 4.2 3,342 5.1   5,833 4.2

  前期繰越利益    1,861 ―   1,861 

合併に伴う未処分利益
増加額    804 ―   804 

  中間(当期)未処分利益    5,479 ―   8,498 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 
合計 

特別
償却 

準備金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,151 22,718 12 60 691 64,240 8,498 73,503 △5,358 116,935

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当       △2,167 △2,167   △2,167

 役員賞与       △35 △35   △35

 特別償却積立金の取崩       △10 10     ―

 固定資産圧縮積立金の取崩       △10 10     ―

 別途積立金の積立       4,000 △4,000     ―

 中間純利益       3,342 3,342   3,342

 自己株式の取得     0 0   △2,046 △2,046

 自己株式の処分         2 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 ― △10 △10 4,000 △2,839 1,139 △2,044 △904

平成18年９月30日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,718 12 49 680 68,240 5,659 74,642 △7,402 116,030

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,833 ― 21,833 138,768 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △2,167 

 役員賞与       △35 

 特別償却積立金の取崩       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩       ― 

 別途積立金の積立       ― 

 中間純利益       3,342 

 自己株式の取得       △2,046 

 自己株式の処分       2 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △3,506 32 △3,473 △3,473 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,506 32 △3,473 △4,378 

平成18年９月30日残高(百万円) 18,327 32 18,359 134,390 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

  ① 商品・製品・原材料 

    移動平均法に基づく低価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   同左 

  ② 仕掛品・貯蔵品 

    移動平均法(機械類の仕掛

品については個別法)に基

づく原価法 

    

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    移動平均法に基づく原価法 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基

づく時価法 

     (評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法に基づく原価

法 

    時価のないもの 

     同左 

    時価のないもの 

     同左 

 (3) デリバティブ 

   時価法 

 (3) デリバティブ 

   同左 

 (3) デリバティブ 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっている。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っている。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりである。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び 
運搬具 

３～15年

工具・器具・備品 ２～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっている。 

   ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっている。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上している。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 投資損失引当金 

   関係会社株式の価値の減少に

備えるため、関係会社の財政状

態の実状を勘案した必要額を計

上している。 

 (2) 投資損失引当金 

   同左 

 (2) 投資損失引当金 

   同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間に帰属する部分

を計上している。 

 (3) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当事業年度に帰属する部分を計

上している。 

 (4) 役員賞与引当金 

    ――― 

 (4) 役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支給に備

えるために、支給見込額を計上

している。なお、役員に対する

賞与は、通期の業績を基礎とし

て算定しており、中間会計期間

において合理的に見積ることが

困難なため、計上していない。 

 (4) 役員賞与引当金 

     ――― 

 (5) 退職給付引当金  

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上している。なお、会計基準

変更時差異については、適用初

年度において、退職給付信託を

設定し一時償却を行った。過去

勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法に

より処理することとしている。

数理計算上の差異は、その発生

の翌事業年度に１年間で処理す

ることとしている。 

 (5) 退職給付引当金  

   同左 

 (5) 退職給付引当金  

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上

している。なお、会計基準変更

時差異については、適用初年度

において、退職給付信託を設定

し一時償却を行っている。過去

勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法に

より処理することとしている。

数理計算上の差異は、その発生

時の翌事業年度に１年間で処理

することとしている。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規則

(内規)に基づく中間期末要支給

額を計上している。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規則

(内規)に基づく期末要支給額を

計上している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理している。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ている。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の方法 

  当社は、外貨建輸出入取引(金

銭債権・債務、予定取引)の為替

変動リスクを回避する目的で、取

引の範囲内で為替予約取引を行っ

ており、原則として繰延ヘッジ処

理によっているが、外貨建債権・

債務等に係る為替予約について振

当処理の要件を満たしている場合

は振当処理を採用している。な

お、この輸出入取引に係る為替予

約は、取引権限及び取引限度額を

定めた責任権限規程に基づき行っ

ている。 

６ ヘッジ会計の方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の方法 

  同左 

７ その他中間財務諸表作成の為の

基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理については税抜方式によっ

ている。 

７ その他中間財務諸表作成の為の

基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   同左 

７ その他財務諸表作成の為の基本

となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   同左 



(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用し

ている。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は、134,357百万円

である。なお、当中間会計期間にお

ける中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成している。 

 ――― 

 ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用して

いる。なお、役員に対する賞与は、

通期の業績を基礎として算定してお

り、中間会計期間においては合理的

に見積ることが困難なため、費用処

理していない。 

 ――― 

(退職給付会計) 

当中間会計期間より「『退職給付に

係る会計基準』の一部改正」(企業

会計基準第3号 平成17年３月16日)

及び「『退職給付に係る会計基準』

の一部改正に関する適用指針」(企

業会計基準適用指針第7号 平成17年

３月16日)を適用している。この適

用に伴い、税引前中間純利益が24百

万円増加している。 

 ――― (退職給付会計) 

当事業年度より「『退職給付に係る

会計基準』の一部改正」(企業会計

基準第3号 平成17年３月16日)及び

「『退職給付に係る会計基準』の一

部改正に関する適用指針」(企業会

計基準適用指針第7号 平成17年３月

16日)を適用している。この適用に

伴い、税引前当期純利益が49百万円

増加している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      72,303百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      69,034百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      71,876百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券  90百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）   54百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券 114百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）   45百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券 112百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）   54百万円 

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 4,489百万円

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 3,990百万円

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 3,990百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 1,200百万円

P.T. Gunze  
Indonesia 

330百万円

P.T. Gunze Socks  
Indonesia 

173百万円

Gunze Plastics &  
Engineering  
Corporation of  
America 

2,368百万円

Gunze Electronics  
USA Corp. 

576百万円

済南冠世時装 
有限公司 

70百万円

上海郡是新包装 
有限公司 

220百万円

GGI Technology  
Ltd. 

180百万円

グンゼスポーツ㈱ 900百万円

Gunze (Vietnam)  
Co.,Ltd. 

13百万円

上海郡是通虹繊維 
有限公司 

114百万円

上海郡是新塑材 
有限公司 

465百万円

郡是（上海）国際 
貿易有限公司 

96百万円

Guan Zhi  
Electronics Ltd. 

134百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 800百万円

P.T. Gunze 
Indonesia 

331百万円

P.T. Gunze Socks 
Indonesia 

202百万円

Gunze Plastics & 
Engineering  
Corporation of  
America 

2,270百万円

Gunze Electronics 
USA Corp. 

570百万円

済南冠世時装
有限公司 

70百万円

上海郡是新包装
有限公司 

197百万円

GGI Technology 
Ltd. 

100百万円

グンゼスポーツ㈱ 900百万円

Gunze (Vietnam) 
Co.,Ltd. 

7百万円

上海郡是通虹繊維
有限公司 

44百万円

上海郡是新塑材
有限公司 

403百万円

郡是（上海）国際
貿易有限公司 

48百万円

Guan Zhi  
Electronics Ltd. 

149百万円

Gunze Plastics & 
Engineering 
Corporation of  
Europe N.V. 

105百万円

北京北人郡是機械
有限公司 

35百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 800百万円

P.T. Gunze 
Indonesia 

343百万円

P.T. Gunze Socks  
Indonesia 

150百万円

Gunze Plastics &  
Engineering  
Corporation of  
America 

2,457百万円

Gunze Electronics  
USA Corp. 

598百万円

済南冠世時装
有限公司 

70百万円

上海郡是新包装
有限公司 

230百万円

GGI Technology  
Ltd. 

100百万円

グンゼスポーツ㈱ 900百万円

Gunze (Vietnam)  
Co.,Ltd. 

14百万円

上海郡是通虹繊維 
有限公司 

103百万円

上海郡是新塑材
有限公司 

457百万円

郡是（上海）国際 
貿易有限公司 

85百万円

Guan Zhi 
Electronics Ltd. 

147百万円

Gunze Plastics &  
Engineering 
Corporation of  
Europe N.V. 

101百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 652百万円

合計 11,985百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 471百万円

合計 10,699百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 562百万円

合計 11,112百万円



  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行４

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次のとおりであ

る。 

借入コミッ 
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行 
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次のとおりであ

る。 

借入コミッ
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結している。当該契約に

おける借入コミットメントの

未実行残高は次のとおりであ

る。 

借入コミッ 
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

※５ ――― ※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

いる。  

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれてい

る。 

受取手形 919百万円 

支払手形  －百万円 

※５ ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 164百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 172百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 341百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 34百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 26百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 71百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

固定資産売却益  

 土地 294百万円

投資有価証券売
却益 

546百万円

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

801百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

    年金資産(退職給付信託資

産含む)の運用収益の回復を

主因とする数理計算上の差異

について、当中間会計期間に

おける償却額が多額であるた

め特別利益に計上している。 

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

801百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

3,575百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

固定資産売却益  

 土地 392百万円

投資有価証券売
却益 

1,386百万円

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

1,602百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 37百万円

 機械及び装置 47百万円

 その他 6百万円

計 90百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 15百万円

 機械及び装置 33百万円

 その他 8百万円

計 57百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 45百万円

 機械及び装置 138百万円

 その他 10百万円

計 193百万円

    年金資産(退職給付信託資

産含む)の運用収益の悪化を

主因とする数理計算上の差異

について、当中間会計期間に

おける償却額が多額であるた

め特別損失に計上している。 

関係会社投融資
評価損失等 

372百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

308百万円

   「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、一

層の体質改善を図るため実施

した たな卸資産処分損を特

別損失に計上している。 

事業構造改善損
失 

110百万円

たな卸資産処分
損 

2,776百万円

    年金資産(退職給付信託資

産含む)の運用収益の悪化を

主因とする数理計算上の差異

について、当事業年度におけ

る償却額が多額であるため特

別損失に計上している。 

投資有価証券評
価損等 

29百万円

関係会社投融資
評価損失等 

372百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

616百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,482百万円

無形固定資産 82百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,764百万円

無形固定資産 124百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,259百万円

無形固定資産 193百万円

※６ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法によ

り計算しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示し

ている。 

※６ 同左 ※６   ――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

取締役会決議に基づく買取りによる増加 3,000,000 株 

   単元未満株式の買取りによる増加      61,411 株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりである。 

   単元未満株式の買増請求による減少       3,799 株 

  

次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 11,164,778 3,061,411 3,799 14,222,390 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械及び 
装置 272  116  156 

車両 38  25  13 

工具器具 
備品 2,123  1,537  585 

ソフト 
ウェア 194  148  45 

合計 2,629  1,828  800 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  同左 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

構築物 4 0 4

機械及び 
装置 307 172 134

車両 74 24 50

工具器具 
備品 1,677 1,386 291

ソフト 
ウェア 70 49 21

合計 2,135 1,632 502

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引に係る注

記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定している。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び
装置 303 144  158 

車両 41 28  13 

工具器具
備品 2,143 1,742  400 

ソフト
ウェア 194 166  27 

合計 2,682 2,082  600 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定している。 

１年以内 421百万円

１年超 379百万円

合計 800百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  同左 

１年以内 266百万円

１年超 235百万円

合計 502百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定している。 

１年以内 346百万円

１年超 253百万円

合計 600百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 249百万円

減価償却費相当額 249百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 189百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 528百万円

減価償却費相当額 528百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 36百万円

１年超 30百万円

合計 67百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 30百万円

１年超 ―百万円

合計 30百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 36百万円

１年超 12百万円

合計 49百万円



(有価証券関係) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

  

 該当事項はない 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

  

 該当事項はない 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成18年３月31日) 

  

 該当事項はない 

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載していない。 

２ 算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 604円09銭 １株当たり純資産額 628円84銭 １株当たり純資産額 640円00銭

１株当たり中間純利益 12円84銭 １株当たり中間純利益 15円53銭 １株当たり当期純利益 26円57銭

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

― 
純資産の部の合計額

134,390百万円
― 

  
純資産の部の合計額から控除する
金額 

該当事項はない
  

― 

普通株式に係る中間期末の
純資産額 

134,390百万円
― 

― 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式の数 

213,712,775株
― 



 (2) １株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間純利益 

2,813百万円 

中間純利益

3,342百万円 

当期純利益

5,833百万円 

普通株式に係る中間純利益 

2,813百万円 

普通株式に係る中間純利益

3,342百万円 

普通株式に係る当期純利益 

5,797百万円 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はない 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳 

該当事項はない 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

利益処分による 
役員賞与 

35百万円

普通株式の期中平均株式数 

219,227,066株 

普通株式の期中平均株式数

215,241,981株 

普通株式の期中平均株式数 

218,205,855株 



(2) 【その他】  

特記事項なし 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 自己株券買付状況 

報告書 

      平成18年４月11日 

平成18年５月12日 

平成18年６月13日 

平成18年７月11日 

平成18年９月12日 

平成18年10月13日 

関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

  
事業年度 

(第110期) 

  
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

    
平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 

  
(3) 

  
発行登録書 

（株券、社債券等） 

        
平成18年６月30日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、グンゼ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

（セグメント情報）の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間よりセ

グメント情報の事業区分を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、グンゼ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第110期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、グンゼ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第111期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、グンゼ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 
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